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本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交

換をさせていただいた方、ＦＡＸ番号、メール

アドレスを教え頂いた会社さんへお送りして

おります。不要の方はお手数ですがメール、

ＦＡＸ、電話等でその旨をご連絡下さいます

ようお願い申し上げます。 

就業規則は定期的な見直しが必要です 

たとえ完璧に作られた就業規則であっても、

時間の経過とともに不都合が起きる可能性があ

ります。定期的に、出来れば年に一回は見直し

が必要です。弊事務所では、法的視点、第三者

的視点から御社の就業規則を診断します。 
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不合理な待遇差
働き方改革の一環としてパートタイム・有期雇

用労働法が改正され、不合理な待遇差が禁止され

ます。今回は、非正規社員に対する不合理な待遇

差を取り上げてみます。 

 パートタイム・有期雇用労働法とは  

従来も不合理な待遇差に関わる規定がパートタ

イム労働法、労働契約法で定められていました

が、今回のパートタイム・有期雇用労働法に統合

され、同時に重要な改正がなされました。改正の

主なポイントは次の２つです。 

①不合理な待遇差を解消するための規定の整

備：法では不合理な待遇差を設けることを禁止し

ています。その中心の考えが、「均等待遇」と

「均衡待遇」です。均等待遇では、正社員と非正

規社員が同じ仕事をしていれば、同じ待遇を求め

られています。均衡待遇では職務の内容、配置の

変更その他の事情の違いに応じた範囲内で待遇が

決定されることが求められます。つまり、「均等

待遇」と「均衡待遇」を反映させた処遇決定のた

めの規定の整備が必要になります。 

②待遇に関する説明義務：不合理でない待遇差

は禁止されていません。ただし、求めがあった場

合には、待遇差の内容、その理由について客観的

かつ具体的に説明することが義務化されました。

この説明のためには、①の規定整備が必須です。 

均等待遇、均衡待遇が求められるのは、基本給

は当然として、賞与、各種手当、福利厚生、教育

訓練、安全管理等の全ての待遇に及びます。各種

手当の中には退職金も含まれます。 

法の施行は今年４月１日、中小企業については

１年遅れの令和３年４月１日です。 

 同一労働同一賃金ガイドライン  

厚生労働省は、法の施行に先立ってどのような

待遇差が不合理と認められ、または認められない

かに関してガイドラインを示しています。このガ

イドラインからいくつかの例を示してみます。 

①能力又は経験に応じて基本給を支給している

会社で、正社員Ｘが契約社員Ｙに比べて多くの経

験を有するとしてＸの基本給を高くしているが、

Ｘの経験は現在の業務に関連性を持たない。 → 

不合理となる可能性あり 

②契約社員に対して勤続手当を当初の労働契約

開始時からの通算ではなく更新時からの期間で支

給している。 → 不合理となる可能性あり 

③正社員Xは、生産効率及び品質の目標値に

対する責任を負っており、当該目標値を達成して

いない場合、不利益を課している。一方、正社員

Yや、契約社員Zは、生産効率及び品質の目標

値に対する責任を負っておらず、当該目標値を達

成していない場合にも、不利益を課していない。

Ｘに対しては、賞与を支給しているが、ＹやＺに

対しては、賞与を支給していない。 → 問題と

ならない 

 まとめ  

複数の雇用形態を採っている会社では法の施行

までに次の作業を勧めます。 

①基本給や賞与の決定方法、各種手当等の支給

目的の明確化 

②雇用形態間の待遇差の有無の調査 

③待遇差があるとき、その理由について客観的

かつ具体的な説明の可否の検討 

④上記③で説明がつかないときは、その解消策

の策定 

パートタイム・有期雇用労働法の施行をパート

タイム社員や契約社員をより活性化する待遇改善

のための良い機会と捉えては如何でしょうか。


